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区 分 国年保険料 強制徴収 

業務処理名 

国民年金保険料 

強制徴収対象者の選定 
 

本部の所管部署 国民年金部強制徴収企画指導Ｇ 

流 れ 図 ○ 手 順 ○ 確 認 票 － 様 式 見 本 ○ 

 

☑目的・概要  ☑提出  ☑添付書類  ☑条文・☑通知・☑関連 

目 的 強制徴収の対象となる者を抽出する 

概 要 

度重なる納付督促によっても年金制度に対する理解が得られない者について、市区町村か

ら提供を受けた所得情報及び戸別訪問等による結果を踏まえ、十分な納付負担がありなが

ら、納付の意思がないと判断された者を選定する。 

強制徴収対象者の選定対象となる未納期間及び所得の基準については、毎年の行動計画 

に示される。 

●選定の方法 

 行動計画に示された未納期間及び所得の基準に基づき、市区町村から提供を受けた所得 

情報及び選定時点までの納付督促事蹟等を総合的に勘案して選定する。 

●選定後の事務処理 

 選定した強制徴収対象者に対する強制徴収の実施については、国民年金未納保険料納付 

勧奨通知書（最終催告状）の発行からはじまり、発行の翌月末までに来所通知書発行によ 

る納付督励を実施し、発行から２か月以内を目途に督促状を発行する。 

 

 

条 文 【国年法】１０８条 

通 知 

平成１６年９月６日庁保険発第０９０６００１号（国民年金保険料未納者対策及び社会保険料控除の適正

化について） 

平成１６年９月１０日庁保険発第０９１０００１号（国民年金保険料に係る強制徴収の取扱いについて） 

平成１７年５月１１日庁保険発第０５１１００１号（国民年金保険料未納者対策にかかる磁気媒体による市町

村との所得情報の交換について） 

 

関 連 
料強制徴収対象者の選定方法 

滞納整理関係事務処理要領 
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市区町村から提供された所得情報による強制徴収対象者選定の事務処理フロー

ＣＭＴ ＦＤ ＭＯ

磁気媒体に収録

所得データ収録

所得情報の提供を市町村

に依頼

市町村から所得情報依頼結果

媒体受領

市町村

年金事務所

抽 出
市町村から所得情報の提供を受ける対象者を抽出し、磁気媒体

に収録し、所得情報提供依頼媒体を作成する。

収納支援システム

ＣＭＴ ＦＤ ＭＯ

ＣＭＴ ＦＤ

ＭＯ

所得情報提

供依頼媒体

送付書

所得情報提

供依頼媒体

送付書

所得情報依頼結

果媒体

収録処理

ＣＭＴ ＦＤ ＭＯ

磁気媒体に収録

所得データ収録

最終催告状

所得情報の提供を市町村

に依頼

市町村から所得情報依頼結果

媒体受領

市町村

年金事務所

抽 出

抽 出

行動計画等に基づき収納支援システムにより、所得情報等を

抽出条件とし強制徴収対象者の抽出を行う。

市町村から所得情報の提供を受ける対象者を抽出し、磁気媒体

に収録し、所得情報提供依頼媒体を作成する。

収納支援システム

収納支援システム

社会保険オンラインシステム

ＣＭＴ ＦＤ ＭＯ

ＣＭＴ ＦＤ

ＭＯ

所得情報提

供依頼媒体

送付書

所得情報提

供依頼媒体

送付書

所得情報依頼結

果媒体

収録処理

被保険者

選定された対象者に対して最終催告状を送付。

送 付

選定
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手順書 4－1 

■業務処理名  

国民年金 保険料 

強制徴収対象者の選定 
◆見出し ◆手順 ◆Point 

１．選定の方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）所得情報の把 

  握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度重なる納付督励によっても年金制度に対する理

解が得られない者について、市区町村から提供を受

けた所得情報及び戸別訪問等による結果を踏まえ、

十分な納付負担能力がありながら、納付の意思がな

いと判断された者を選定する。 

なお、強制徴収対象者の選定対象となる未納期間

及び所得の基準については毎年の行動計画に示され

る。 

 

市区町村へ強制徴収のための所得情報の提供を

依頼し、所得状況を把握する。 

① 所得情報提供依頼媒体の作成 

年金事務所は行動計画に基づき、所得情報の提

供を依頼する被保険者を抽出し、所得情報提供依

頼媒体を作成する。 

② 所得情報の提供依頼 

年金事務所は所得情報の提供依頼媒体送付書を

作成し、所得情報提供依頼媒体に添えて所得情報

の提供依頼を行う。 

③ 所得情報の提供 

市区町村から、所得情報依頼結果媒体送付書と

ともに、所得情報依頼結果媒体を受領する。 

提供に関しては、年金事務所職員が市区町村に

受け取りに出向き、当該媒体を施錠可能な鞄に入

れ持ち帰る等、情報保護について十分配慮するこ

と。 

④ 所得情報依頼結果媒体の処理 

年金事務所においては、市区町村から所得情報

依頼結果媒体及び所得情報依頼結果媒体送付書を

受領したときは、速やかに社会保険オンラインシ

ステムにて集信処理を行い、社会保険オンライン

システムに収録し、所得情報依頼結果媒体送付書

については、内容を確認し所得関連情報更新結果

件数表及び所得関連情報更新エラーリストととも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

媒体での所得情報の提供

を受けることができない

場合は提供の方法に応じ

て対応する。 

（例：閲覧による提供の場

合は、市区町村への臨場に

よる実施等） 
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手順書 4－2 

■業務処理名  

国民年金 保険料 

強制徴収対象者の選定 
◆見出し ◆手順 ◆Point 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対象者の選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）市区町村から

所得情報が得

られない場合 

 

① 被保険者が現に 

第１号被保険者

である場合 

 

 

 

 

に保存する。 

処理した結果、正常処理されなかったものにつ

いては、所得関連情報更新エラーリストを確認し、

必要に応じて補正入力を行うこと。また、磁気媒

体に丌備があり処理丌能の場合やエラー件数が大

量で窓口装置からの補正入力が困難である場合

は、必要に応じて市区町村と協議し、所得情報依

頼結果媒体の再作成を依頼する。 

なお、提供された所得情報依頼結果媒体につい

ては、処理が正常に終了したことを確認後、速や

かに情報の復元又は判読等が丌可能な方法により

情報の消去又は当該媒体の廃棄を行う。 

 

行動計画に示された未納期間及び所得の基準（以

下、「選定基準」という。）に基づき、市区町村から提

供を受けた所得情報により選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

市区町村から所得情報を得られない場合の国民

年金保険料強制徴収対象者の選定は以下の基準に

よる。 

 

ア．本年度において免除申請があり、その申請が

却下された者のうち行動計画で定めた一定期間の

未納を有する者で、未納者又は連帯納付義務者い

ずれかの所得が行動計画で定めた基準である者を

選定する。 

イ．「保険料収納支援システム」を活用し、行動計

画で定めた被保険者を抽出のうえ、その世帯全員

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

任意加入被保険者、免除該

当者、未納となっている期

間に係る保険料の納付が

あったとしても、老齢基礎

年金の受給資格期間を満

たさないことが明らかで

ある者等は対象から除く。 

（行動計画で明示するこ

ととなる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険料収納対策支援シス

テムに係る国民年金業務

取扱要領参照 
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手順書 4－3 

■業務処理名  

国民年金 保険料 

強制徴収対象者の選定 
◆見出し ◆手順 ◆Point 

 

 

 

 

 

② 被保険者が現に 

第２号被保険者

又は第３号被保

険者である場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 選定理由の記録 

 

 

④ 氏名索引処理に

ついて 

 

の住民票等を取得し、連帯納付義務者が現に第２

号被保険者である場合は、厚生年金保険加入者に

ついては行動計画で定めた基準である者を選定す

る。 

 

ア．免除申請却下者については上記①ア．に同じ 

イ．「保険料収納支援システム」を活用し、行動計

画で定めた未納月数については上記①．イの「そ

の世帯全員の住民票等を取得し…」以下に該当す

る者を選定する。 

取得した住民票から連帯納付義務者を確認し、被

保険者及び連帯納付義務者の年金加入状況を確認

する。 

・被保険者が現に第２号被保険者であることが確

認された場合 

厚生年金保険又は共済組合の標準報酬月額が行

動計画で定めた基準以上であることが確認された

者を選定する。連帯納付義務者が現に第２号被保

険者であることが確認された場合は、上記①．イ

による標準報酬月額又は組合員期間が確認された

者を選定する。 

・被保険者が現に第３号被保険者であることが確

認された場合 

連帯納付義務者にあたる配偶者が現に第２号被保

険者であることが確認された場合は上記①．イに

よる標準報酬月額又は組合員期間が確認された者

を選定する。 

 

選定理由について、督促事績管理票等に記載す

る。 

 

国民年金保険料の強制徴収事務を行うにあたっ

て、国民年金及び厚生年金保険の被保険者情報を

活用することについては業務外閲覧にはあたらな

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「標準報酬月額×１２」を

もって年収とみなし、必要

な控除を考慮したものを

行動計画で定めた基準と

比較する。 
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手順書 4－4 

■業務処理名  

国民年金 保険料 

強制徴収対象者の選定 
◆見出し ◆手順 ◆Point 

 

 

 

（４）選定後の事務

処理 

いことから、「個人情報保護管理事務取扱要領」に

より適正に氏名索引処理を行う。 

 

上記（２）、（３）で選定した強制徴収対象者に

対する強制徴収の実施については、国民年金未納

保険料納付勧奨通知書（最終催告状）の発行から

始まり、以後、下記のとおりとなる。 

 

ア． 最終催告状発行 

選定後できるだけ遅滞なく実施。 

納付書を同封し、期限を定めて自主納付を促す。 

 

イ． 来所通知書発行による納付督励 

最終催告状の発行の翌月末までに実施。 

最終催告状に示した期限までに納付意思を示さ

ない者に対して発行する 

 

ウ． 督促状の発行 

最終催告状の発行から２か月以内を目途とす

る。 

督促状の発行までに、世帯全員の住民票を取得

し、連帯納付義務者に対しても同時に督促状を発

行する。 
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所得情報依頼結果媒体送付書 

 

 

○○年金事務所長 殿 

 

 

○○○○ 

 

 

 国民年金保険料の未納対策に使用するために依頼のありました所得情報について、下記のと

おり収録しましたので提供します。 

 

 

記 

 

 １．提供依頼媒体及び記録密度    ＣＭＴ  ３６ＴＲＫ・１８ＴＲＫ 

                         ＭＯ   ２３０ＭＢ・６４０ＭＢ 

                         ＦＤ   １．４４ＭＢ・１．２５ＭＢ 

 

 ２．ファイル識別名 

 

 ３．通番又はボリューム識別名 

 

 ４．媒体巻（枚）数                        巻（枚） 

 

 ５．依頼年月日                   平成○○年○○月○○日 

 

 ６．提供件数                     被保険者                        件 

                              配偶者                          件 

                              世帯主                          件 

                              合計                     件 

 

 ７．提供不可件数                                          件 
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所得情報提供依頼媒体送付書 

 

 

○○○○○殿 

 

 

○○年金事務所長 

 

 

 国民年金保険料の未納対策に使用するため、下記媒体により所得情報の提供を依頼します。 

 

 

記 

 

 １．提供依頼媒体及び記録密度    ＣＭＴ  ３６ＴＲＫ・１８ＴＲＫ 

                         ＭＯ   ２３０ＭＢ・６４０ＭＢ 

                         ＦＤ   １．４４ＭＢ・１．２５ＭＢ 

 

 ２．ファイル識別名 

 

 ３．通番又はボリューム識別名 

 

 ４．媒体巻（枚）数                        巻（枚） 

 

 ５．依頼年月日                   平成○○年○○月○○日 

 

 ６．依頼件数                              件 
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